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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】シャッタ装置の軽量化を図ると共に高温時での
シャッタ装置の変形を防止したシャッタ装置を提供する
。
【解決手段】シャッタカーテン７上端部に移動側係合受
部１３が設けられ、建屋側に前記移動側係合受部と係合
可能な固定側係合受部１２が設けられ、前記シャッタカ
ーテン上端部が全閉状態から更に降下すると、前記移動
側係合受部が前記固定側係合受部に係合し、前記シャッ
タカーテン上端部の降下が抑止される様構成された。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シャッタカーテン上端部に移動側係合受部が設けられ、建屋側に前記移動側係合受部と
係合可能な固定側係合受部が設けられ、前記シャッタカーテン上端部が全閉状態から更に
降下すると、前記移動側係合受部が前記固定側係合受部に係合し、前記シャッタカーテン
上端部の降下が抑止される様構成されたことを特徴とするシャッタ装置。
【請求項２】
　前記シャッタカーテンは複数のシャッタカーテン構成部材をシャッタカーテンの降下方
向に連結して構成され、前記固定側係合受部は躯体又は該躯体に対して固定された部材の
前記シャッタカーテンに対向する部分に設けられ、前記移動側係合受部は前記シャッタカ
ーテンの全閉状態で前記固定側係合受部と対向するシャッタカーテン構成部材に設けられ
た請求項１のシャッタ装置。
【請求項３】
　前記固定側係合受部はガイドレールの上端部であり、前記移動側係合受部は前記シャッ
タカーテンが全閉状態で前記ガイドレールの上端部と隣接するスラットに設けられ、前記
移動側係合受部は前記シャッタカーテンが全閉状態から更に降下した場合に、前記ガイド
レールの上端に係合し、前記シャッタカーテン上端部のそれ以上の降下を抑止する請求項
１のシャッタ装置。
【請求項４】
　前記移動側係合受部は、前記シャッタカーテンの上端部裏面に設けられ、前記移動側係
合受部は前記シャッタカーテンと共に巻取られ、又該シャッタカーテンの全閉状態でガイ
ドレール上方に位置し、前記シャッタカーテンが全閉状態から更に降下した場合に、前記
移動側係合受部が前記ガイドレールの上端に係合し、前記シャッタカーテンのそれ以上の
降下を抑止する請求項１のシャッタ装置。
【請求項５】
　シャッタカーテンの巻取シャフトに該巻取シャフトと一体に回転する歯車状部材を設け
、該歯車状部材に噛合可能な移動側係合受部を回転自在に設けると共に該移動側係合受部
を前記歯車状部材に向う様付勢し、前記移動側係合受部が前記歯車状部材と噛合しない位
置に固定する溶融性樹脂のストッパを設け、該ストッパが加熱により溶融することで、前
記移動側係合受部が前記歯車状部材に噛合し、前記巻取シャフトの回転を停止させる様構
成した請求項１のシャッタ装置。
【請求項６】
　シャッタカーテンが巻取られる巻取ドラムに先端部が第１鉤部となった移動側係合受部
を回転自在に設け、該移動側係合受部がシャッタカーテンと共に前記巻取ドラムに巻取ら
れる様にすると共に前記シャッタカーテンが全閉状態で前記移動側係合受部が露出して自
重で垂下する様にし、前記移動側係合受部が垂下した状態で、該移動側係合受部に対向す
る様に配設され、第２鉤部を有する固定側係合受部が設けられ、前記巻取ドラムがシャッ
タカーテンの全閉状態から更にシャッタカーテンを下降する方向に回転することで、前記
第１鉤部と第２鉤部とが係合して前記巻取シャフトの回転を停止させる様構成した請求項
１のシャッタ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建物、車輌等の構造物の空間部分を仕切る様にしたオーバヘッドドアを含む
シャッタ装置、特にデパート、大型スーパストア、駅等の公共施設等の出入口、或は防火
区画として開口部を閉鎖する為に設けられる大型のシャッタ装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　防火区画を形成する為に設けられる防火、防煙用のシャッタ装置としては、火災時に火
炎、煙が貫通しない様、ある程度の時間（要求性能により異なる）火炎に曝された状態で
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も、シャッタの変形により隙間が貫通しない様な耐熱性が要求されている。
【０００３】
　防火区画を形成する為に設けられる防火、防煙用のシャッタ装置としては、開口部を開
閉するシャッタカーテンが鋼板等の金属板材を曲げ加工等してなる長尺状のスラットや矩
形状のパネルを屈曲自在に複数連結して構成されたものが多く用いられており、この板材
の厚みが厚いほど耐熱性能が得られ易い。日本国内に於ける一般的な防火、防煙用のシャ
ッタ装置としては、国で定める代表的な防火基準の要件に沿って、シャッタ装置に用いら
れる板材の厚みがＴ１．６ｍｍ以上のものが多い。
【０００４】
　一方、シャッタ装置のコストダウンを図る為には、板厚を薄くし、使用材料の節約、又
軽量化による駆動装置の小型化等が必要となるが、単に板厚を薄くした場合は、剛性の低
下を招き、高温時のシャッタカーテンの変形、或はシャッタカーテンの巻取シャフトの変
形が大きくなり、巻取シャフトが大きく撓んでまぐさとシャッタカーテン巻取部との間で
隙間が貫通してしまう。更に、巻取シャフトが撓むことで、シャッタカーテンの下端が接
地した状態でシャッタカーテンの上部が下がることで、ガイドレール内でシャッタカーテ
ンが下方向への圧縮力を受けて局部的に屈曲し、ガイドレールの溝を押広げシャッタカー
テンがガイドレールから外れてしまうことも想定される。
【０００５】
　従って、シャッタ装置の軽量化を図り、コストダウンを推進するには、高温時のシャッ
タカーテンの変形、或はシャッタカーテンの巻取シャフトの変形を防止することが不可欠
となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０００－１９２７５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は斯かる実情に鑑み、シャッタ装置の軽量化を図ると共に高温時でのシャッタ装
置の変形を防止したシャッタ装置を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、シャッタカーテン上端部に移動側係合受部が設けられ、建屋側に前記移動側
係合受部と係合可能な固定側係合受部が設けられ、前記シャッタカーテン上端部が全閉状
態から更に降下すると、前記移動側係合受部が前記固定側係合受部に係合し、前記シャッ
タカーテン上端部の降下が抑止される様構成されたシャッタ装置に係るものである。
【０００９】
　又本発明は、前記シャッタカーテンは複数のシャッタカーテン構成部材をシャッタカー
テンの降下方向に連結して構成され、前記固定側係合受部は躯体又は該躯体に対して固定
された部材の前記シャッタカーテンに対向する部分に設けられ、前記移動側係合受部は前
記シャッタカーテンの全閉状態で前記固定側係合受部と対向するシャッタカーテン構成部
材に設けられたシャッタ装置に係り、又前記固定側係合受部はガイドレールの上端部であ
り、前記移動側係合受部は前記シャッタカーテンが全閉状態で前記ガイドレールの上端部
と隣接するスラットに設けられ、前記移動側係合受部は前記シャッタカーテンが全閉状態
から更に降下した場合に、前記ガイドレールの上端に係合し、前記シャッタカーテン上端
部のそれ以上の降下を抑止するシャッタ装置に係り、又前記移動側係合受部は、前記シャ
ッタカーテンの上端部裏面に設けられ、前記移動側係合受部は前記シャッタカーテンと共
に巻取られ、又該シャッタカーテンの全閉状態でガイドレール上方に位置し、前記シャッ
タカーテンが全閉状態から更に降下した場合に、前記移動側係合受部が前記ガイドレール
の上端に係合し、前記シャッタカーテンのそれ以上の降下を抑止するシャッタ装置に係る
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ものである。
【００１０】
　又本発明は、シャッタカーテンの巻取シャフトに該巻取シャフトと一体に回転する歯車
状部材を設け、該歯車状部材に噛合可能な移動側係合受部を回転自在に設けると共に該移
動側係合受部を前記歯車状部材に向う様付勢し、前記移動側係合受部が前記歯車状部材と
噛合しない位置に固定する溶融性樹脂のストッパを設け、該ストッパが加熱により溶融す
ることで、前記移動側係合受部が前記歯車状部材に噛合し、前記巻取シャフトの回転を停
止させる様構成したシャッタ装置に係るものであり、又シャッタカーテンが巻取られる巻
取ドラムに先端部が第１鉤部となった移動側係合受部を回転自在に設け、該移動側係合受
部がシャッタカーテンと共に前記巻取ドラムに巻取られる様にすると共に前記シャッタカ
ーテンが全閉状態で前記移動側係合受部が露出して自重で垂下する様にし、前記移動側係
合受部が垂下した状態で、該移動側係合受部に対向する様に配設され、第２鉤部を有する
固定側係合受部が設けられ、前記巻取ドラムがシャッタカーテンの全閉状態から更にシャ
ッタカーテンを下降する方向に回転することで、前記第１鉤部と第２鉤部とが係合して前
記巻取シャフトの回転を停止させる様構成したシャッタ装置に係るものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、シャッタカーテン上端部に移動側係合受部が設けられ、建屋側に前記
移動側係合受部と係合可能な固定側係合受部が設けられ、前記シャッタカーテン上端部が
全閉状態から更に降下すると、前記移動側係合受部が前記固定側係合受部に係合し、前記
シャッタカーテン上端部の降下が抑止される様構成されたので、シャッタカーテンの巻取
シャフトが加熱により剛性が低下し大きく撓んだ場合でも、シャッタカーテンは前記移動
側係合受部と前記固定側係合受部とが係合することで、下方への変位、移動が拘束され、
又シャッタカーテン表裏温度差による反りの発生を規制し、シャッタカーテンの軽量化に
伴う剛性の低下を補い、隙間の貫通の防止を確実にし、防火、防煙性能の向上が図れる。
【００１２】
　又本発明によれば、前記シャッタカーテンは複数のシャッタカーテン構成部材をシャッ
タカーテンの降下方向に連結して構成され、前記固定側係合受部は躯体又は該躯体に対し
て固定された部材の前記シャッタカーテンに対向する部分に設けられ、前記移動側係合受
部は前記シャッタカーテンの全閉状態で前記固定側係合受部と対向するシャッタカーテン
構成部材に設けられたので、簡単な構造で確実に非常時でのシャッタカーテンの降下が防
止される。
【００１３】
　又本発明によれば、前記固定側係合受部はガイドレールの上端部であり、前記移動側係
合受部は前記シャッタカーテンが全閉状態で前記ガイドレールの上端部と隣接するスラッ
トに設けられ、前記移動側係合受部は前記シャッタカーテンが全閉状態から更に降下した
場合に、前記ガイドレールの上端に係合し、前記シャッタカーテン上端部のそれ以上の降
下を抑止するので、簡単な部材を設けるだけの構造で確実に非常時でのシャッタカーテン
の降下が防止され、既存のシャッタ装置にも簡単に追加施工できる。
【００１４】
　又本発明によれば、前記移動側係合受部は、前記シャッタカーテンの上端部裏面に設け
られ、前記移動側係合受部は前記シャッタカーテンと共に巻取られ、又該シャッタカーテ
ンの全閉状態でガイドレール上方に位置し、前記シャッタカーテンが全閉状態から更に降
下した場合に、前記移動側係合受部が前記ガイドレールの上端に係合し、前記シャッタカ
ーテンのそれ以上の降下を抑止するので、簡単な部材を設けるだけの構造で確実に非常時
でのシャッタカーテンの降下が防止され、既存のシャッタ装置にも簡単に追加施工できる
。
【００１５】
　又本発明によれば、シャッタカーテンの巻取シャフトに該巻取シャフトと一体に回転す
る歯車状部材を設け、該歯車状部材に噛合可能な移動側係合受部を回転自在に設けると共
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に該移動側係合受部を前記歯車状部材に向う様付勢し、前記移動側係合受部が前記歯車状
部材と噛合しない位置に固定する溶融性樹脂のストッパを設け、該ストッパが加熱により
溶融することで、前記移動側係合受部が前記歯車状部材に噛合し、前記巻取シャフトの回
転を停止させる様構成したので、開閉機の故障で開閉機によるシャッタカーテンの保持力
が喪失された場合にもシャッタカーテンの下降を確実に抑止できる。
【００１６】
　又本発明によれば、シャッタカーテンが巻取られる巻取ドラムに先端部が第１鉤部とな
った移動側係合受部を回転自在に設け、該移動側係合受部がシャッタカーテンと共に前記
巻取ドラムに巻取られる様にすると共に前記シャッタカーテンが全閉状態で前記移動側係
合受部が露出して自重で垂下する様にし、前記移動側係合受部が垂下した状態で、該移動
側係合受部に対向する様に配設され、第２鉤部を有する固定側係合受部が設けられ、前記
巻取ドラムがシャッタカーテンの全閉状態から更にシャッタカーテンを下降する方向に回
転することで、前記第１鉤部と第２鉤部とが係合して前記巻取シャフトの回転を停止させ
る様構成したので、前記移動側係合受部が歯車状部材に噛合し、前記巻取シャフトの回転
を停止させる様構成したので、開閉機の故障で開閉機によるシャッタカーテンの保持力が
喪失された場合にもシャッタカーテンの下降を確実に抑止できるという優れた効果を発揮
する。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の第１の実施例を示す概略側面図である。
【図２】同前概略正面図である。
【図３】本発明の第２の実施例を示す部分正面図である。
【図４】図３のＡ矢視図である。
【図５】本発明の第３の実施例を示す部分側面図である。
【図６】本発明の第４の実施例を示す部分側面図である。
【図７】本発明の第５の実施例を示す部分側面図である。
【図８】本発明の変更例を示し、補強したガイドレールを示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、図面を参照しつつ本発明の実施例を説明する。
【００１９】
　図１、図２に於いて、本発明の第１の実施例を説明する。
【００２０】
　図１、図２中、１は建屋の躯体、２は開口部、３はシャッタ装置を示している。
【００２１】
　前記シャッタ装置３のシャッタカーテン収納部は、前記開口部２の上方に位置し、前記
躯体１に取付けられている。
【００２２】
　前記シャッタカーテン収納部はモータやブレーキ等によって構成される開閉機（図示せ
ず）に駆動される巻取シャフト５を有し、該巻取シャフト５と一体となった巻取ドラム６
にシャッタカーテン７が巻取られる様になっている。
【００２３】
　該シャッタカーテン７は、スラット８が上下方向に所要数屈曲自在に連結されて構成さ
れている。前記シャッタカーテン７の最上部のスラット８ａは前記巻取ドラム６に固着さ
れ、前記シャッタカーテン７の下端には水切り９が連結されている。前記シャッタカーテ
ン７の両幅端部は、躯体側、即ち、建屋の壁面或は建屋の柱に取付けられたガイドレール
１０によってガイドされ、前記巻取ドラム６の正逆回転により巻取られ、繰出され、前記
ガイドレール１０に沿って昇降する様になっている。
【００２４】
　前記シャッタカーテン収納部の下部に於ける前記開口部へのシャッタカーテン繰出し入
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れの出入口部分、即ち前記躯体１の下部に設けられたまぐさ１１（図１に於いては便宜上
まぐさ部材の図示を省略し、躯体と一体的に表現）には、前記シャッタカーテン７と対峙
する様に固定側係合受部であるフック受部材１２が設けられている。該フック受部材１２
は凹溝が形成される様に下部が折返された形状をしている。又、前記フック受部材１２は
、前記シャッタカーテン７の幅方向（図２に於いて左右方向）両端部を含む所要箇所、図
示では前記シャッタカーテン７の幅方向中央部に更に１箇所設けられ、計３箇所に設けら
れている。
【００２５】
　尚、前記フック受部材１２の設置箇所は、前記シャッタカーテン７の幅方向両端部のみ
としてもよく、幅方向中央部のみとしてもよい。更に、前記フック受部材１２は前記シャ
ッタカーテン７の略全幅に亘る長さを有する１本の部材としてもよい。
【００２６】
　前記シャッタカーテン７が前記開口部２を閉じた状態（全閉状態）、即ち前記水切り９
が床面に接地した状態で、前記フック受部材１２に対向する部位のスラット８ｂに移動側
係合受部であるフック部材１３が固着されている。該フック部材１３は下部がシャッタカ
ーテン７より離反するクランク状の断面形状を有しており、下部は前記フック受部材１２
の凹部に進入した状態となる。尚、前記水切り９が確実に接地する様に、前記フック部材
１３は前記フック受部材１２に対して非接触の状態であることが好ましい。又、前記シャ
ッタカーテン７を閉鎖動作時に全閉状態で自動停止させる制御を行う場合には、前記フッ
ク部材１３が前記フック受部材１２に対して非接触のうちに停止させることが好ましい。
【００２７】
　尚、前記フック部材１３の断面形状は、クランク状に限らず、逆Ｕ字形状であってもよ
く、要はフック部材１３の下端部が前記フック受部材１２の凹溝に進入する形状となって
いればよい。
【００２８】
　又、前記フック部材１３は、前記フック受部材１２と対応する様に、部分的に設けられ
てもよいが、前記シャッタカーテン７の全幅に亘る長さを有する１本の部材であることが
好ましく、この場合、前記フック部材１３は前記シャッタカーテン７の補強部材としても
機能する。
【００２９】
　前記開口部２は開放され、前記シャッタカーテン７が巻取られた状態では、前記フック
部材１３は前記シャッタカーテン７と一緒に巻取られ、該シャッタカーテン７の巻層間に
介在する。
【００３０】
　前記シャッタカーテン７が閉じられた状態（図１の状態）では、前記水切り９が床面に
完全に接地する。前記フック部材１３は前記フック受部材１２に進入するか、或は進入す
る直前の状態となっており、この状態は前記開閉機のブレーキによって保持されている。
【００３１】
　次に、火災が起きた非常時には、前記巻取シャフト５が加熱され、剛性が低下し、更に
前記シャッタカーテン７の自重及び前記巻取シャフト５の自重により、前記巻取シャフト
５が撓む。更に、前記開閉機のブレーキが焼損し、ブレーキによるシャッタカーテン７の
保持力がなくなることも考えられる。
【００３２】
　前記巻取シャフト５の撓みによって、前記シャッタカーテン７が下がるが、前記フック
部材１３が前記フック受部材１２に係合することで、前記シャッタカーテン７の自重が前
記フック受部材１２を介してまぐさ１１側に支持される。従って、前記巻取シャフト５の
撓みに関わらず、シャッタカーテン７による開口部２の閉鎖状態は変化しない。
【００３３】
　又、前記シャッタカーテン７は、加熱による表裏温度差によって反ることが考えられる
が、前記フック部材１３が前記フック受部材１２の凹溝に嵌合することで、シャッタカー
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テン７の反りが抑止され、前記フック部材１３がフック受部材１２から外れることがなく
、又まぐさ１１とシャッタカーテン７間に隙間が生じることが防止される。
【００３４】
　更に、前記巻取シャフト５が加熱による剛性が低下する以前に、ブレーキが焼損した場
合でも、同様に、前記フック部材１３と前記フック受部材１２との係合により、前記シャ
ッタカーテン７の降下が防止される。従って、ガイドレール１０内でシャッタカーテン７
が局部的に屈曲し、ガイドレール１０の溝を押広げ、シャッタカーテン７がガイドレール
１０から外れることが防止される。
【００３５】
　ここで、移動側係合受部と固定側係合受部とが非接触状態のシャッタカーテン全閉状態
から更に閉鎖方向にシャッタカーテンが移動して接触状態となる迄のシャッタカーテン移
動量は、シャッタカーテンが大きく撓まない程度がよく、少ないほどよいが１２０ｍｍ程
度（大型シャッタ用の一般的なスラット式シャッタカーテンのスラットピッチの値）以内
になる様に移動側係合受部と固定側係合受部との設置位置を設定するのが好ましい。
【００３６】
　上記実施例では、シャッタカーテン７の降下防止手段として、フック部材１３とフック
受部材１２とを説明したが、その他種々考えられる。
【００３７】
　図３、図４は他のシャッタカーテン７降下防止手段を有する第２の実施例を示している
。
【００３８】
　図３は、シャッタカーテン７が開口部２を全閉した状態であり、全閉状態で、前記ガイ
ドレール１０の上端に位置するスラット８ｂ、又は上端に隣接するスラット８ｂに移動側
係合受部であるフック部材１５を固着する。定常時の前記シャッタカーテン７の全閉状態
では、前記フック部材１５は、前記ガイドレール１０の上端とは非接触の状態となってい
る。
【００３９】
　前記フック部材１５は、前記シャッタカーテン７の幅端から更に外方に延出し、前記シ
ャッタカーテン７が下方に変位した場合に、前記ガイドレール１０の上端に当接する形状
をしている。
【００４０】
　図示では、前記フック部材１５は手前側に屈曲し、前記ガイドレール１０の前面側に係
合する様になっているが、前記フック部材１５を屈曲せず、前記ガイドレール１０の底面
より更に突出する真直部材とし、前記フック部材１５を前記ガイドレール１０の底面に係
合させる様にしてもよい。或は、前記フック部材１５の平面形状をＴ字状とし、前記ガイ
ドレール１０の表面、裏面の両側に係合させる様にしてもよい。
【００４１】
　第２の実施例に於いて、非常時に前記巻取シャフト５が撓み（図１参照）、或はブレー
キが焼損した場合に前記シャッタカーテン７が下方に変位すると、前記フック部材１５が
前記ガイドレール１０の上端に係合し、前記シャッタカーテン７の降下を防止する。第２
の実施例に於いて、前記ガイドレール１０の上端部が固定側係合受部として機能している
。
【００４２】
　尚、前記シャッタカーテン７を閉鎖動作時に全閉状態で自動停止させる制御を行う場合
には、前記フック部材１５が前記ガイドレール１０の上端部に対して非接触のうちに停止
させることが好ましい。
【００４３】
　又、図示例によれば、フック部材１５はシャッタカーテン７の幅方向両端部に設けてい
るが、シャッタカーテン７の幅方向両端部のフック部材１５を１本の通し部材とすること
も可能である。この場合、フック部材１５が補強部材としても機能し、シャッタカーテン
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７の反りが防止され、まぐさ１１とシャッタカーテン７間に隙間が生じることが防止され
る。
【００４４】
　図５は第３の実施例を示している。
【００４５】
　第３の実施例では、移動側係合受部であるフック部材１７をシャッタカーテン７の裏面
側（第１の実施例とは反対側の面）に設けた場合を示している。
【００４６】
　前記フック部材１７は、シャッタカーテン７が全閉状態で、ガイドレール１０の上端よ
り上に位置するスラット８ｂに固着され、又前記フック部材１７が前記ガイドレール１０
とは干渉しない位置となっている。
【００４７】
　前記フック部材１７は、前記ガイドレール１０と対向する前記シャッタカーテン７の両
端部に部分的に設けられてもよく、或はシャッタカーテン７の全幅に亘って設けられても
よい。更に、前記フック部材１７の断面形状は、巻取られた場合に巻き太りを生じない様
に、円筒曲面、或は、略円筒曲面となっており、例えば、巻取ドラム６の曲面と合致する
様になっている。
【００４８】
　第３の実施例に於いても、非常時に前記巻取シャフト５が撓み、或はブレーキが焼損し
た場合に前記シャッタカーテン７が下方に変位すると、前記フック部材１７が前記ガイド
レール１０の上端に当接し、前記シャッタカーテン７の降下を防止する。又、第３の実施
例に於いて、前記ガイドレール１０の上端部が固定側係合受部として機能している。
【００４９】
　尚、第３の実施例に於いて、前記フック部材１７が当接する箇所を前記ガイドレール１
０の上端でなく、まぐさ１１の上側部となる様に前記フック部材１７の設置位置を前記シ
ャッタカーテン７の幅方向中央側にすることも可能である。この場合、まぐさ１１の上側
部が固定側係合受部として機能する。又、前記ガイドレール１０の上端に当接する前記フ
ック部材１７と、まぐさ１１の上側部に当接する前記フック部材１７とを両方備える様に
してもよい。
【００５０】
　図６は第４の実施例を示している。
【００５１】
　第４の実施例は、開閉機のブレーキが焼損し、或は故障し、ブレーキによるシャッタカ
ーテン７の保持力がなくなった場合に対応している。
【００５２】
　前記巻取シャフト５の少なくとも１端部に、ギア部が移動側係合受部として機能する歯
車状部材１８が設けられ、該歯車状部材１８は前記巻取シャフト５と一体に回転する。尚
、該歯車状部材１８は、開閉機から巻取ドラム６への動力伝達機構要素を兼ねていてもよ
い。前記歯車状部材１８に対向する位置に固定側係合受部であるフック部材１９がピン２
１を介して例えば巻取シャフト５を支持するブラケット（図示せず）に回転自在に設けら
れる。
【００５３】
　前記フック部材１９は、前記歯車状部材１８に向って回転する様に偏心した重心を有し
、又、前記歯車状部材１８に向って回転する様な姿勢で設けられている。前記フック部材
１９は上端に前記歯車状部材１８に向って突出するラッチ爪２２を有し、又前記フック部
材１９の回転は、ストッパ２３によって規制されている。
【００５４】
　該ストッパ２３は、温度溶融性の材料（例えば、半田、ウッド合金等の低融点金属、或
はポリプロピレン等の耐熱性の低い合成樹脂）で形成され、前記開閉機のブレーキが焼損
する温度より低い、所定の温度（例えば、２００℃）以上で溶融し、前記歯車状部材１８
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の規制が解除される様になっている。
【００５５】
　従って、前記開閉機のブレーキの焼損以前に、前記ストッパ２３が溶融し、前記フック
部材１９の規制が解除され、前記フック部材１９が前記歯車状部材１８に向って回転し、
前記ラッチ爪２２が前記歯車状部材１８に噛合して該歯車状部材１８の回転を停止、即ち
前記巻取シャフト５の回転を停止し、前記シャッタカーテン７の降下が抑止される。
【００５６】
　尚、上記説明では、偏心した重心により回転の力が与えられたが、スプリングを設け、
該スプリングにより前記フック部材１９に回転力を与えてもよい。又、前記ストッパ２３
は、機能上制約の発生しない範囲で適宜周知の設置構造を用いて設ければよい。前記スト
ッパ２３は、溶融前に前記フック部材１９の回転を規制し、溶融によりその規制を解除で
きれば規制の仕方の態様は限定されず、前記フック部材１９を支持して規制する態様の他
の例として、前記ストッパ２３は温度溶融性の接着剤であり前記フック部材１９回転軸に
接着固定して規制する態様があげられる。
【００５７】
　更に、前記フック部材１９は、シャッタカーテン７に直接係止する様に設けることも可
能である。
【００５８】
　この時、シャッタカーテン７への係止の仕方としては、フック部材１９をまぐさ１１近
傍の固定部位にピン２１を介して回転自在に設け（図５参照）、シャッタカーテン７の全
閉状態に於けるフック部材１９に対向する箇所に移動側係合受部となる孔を設け、前記ス
トッパ２３の回転規制が解除されて回転した場合に、前記フック部材１９の先端部が前記
孔に挿入可能とし、該孔に前記フック部材１９の先端部を挿入して係合する様にすればよ
い。
【００５９】
　尚、この時前記フック部材１９は、シャッタカーテン７に設けた孔に先端部が挿入され
た状態でシャッタカーテン７を支持しなければならないので前記フック部材１９の回転量
は適宜制限される様に構成する。前記フック部材１９の回転量の制限は、例えば前記フッ
ク部材１９の回転軸の付近で規制してもよいし、前記フック部材１９の先端が前記シャッ
タカーテン７を貫通した先に、前記フック部材１９の先端を受ける受け部を設けてもよい
。
【００６０】
　又、前記歯車状部材１８に噛合する前記フック部材１９と、シャッタカーテン７に設け
た孔に先端部が挿入されて係合する前記フック部材１９とを両方備える様にしてもよい。
【００６１】
　図７は、第５の実施例を示しており、第５の実施例では、巻取ドラム６に移動側係合受
部であるフック部材２４を固定金具２５を介して取付けたものであり、前記フック部材２
４は回転自在となっており、下端部には所要角度で折返された鉤部２６が形成されている
。前記フック部材２４は、部分的に設けられてもよく、或は巻取ドラム６の全幅に亘って
通しで設けられてもよい。
【００６２】
　シャッタカーテン７が全閉状態で、上層のシャッタカーテン７がなくなり、前記固定金
具２５と、前記フック部材２４が露出すると、該フック部材２４が自重により垂下する様
になっており、垂下した状態の前記フック部材２４に対向する様に、特に前記鉤部２６に
対向する様に、固定側係合受部であるフック受部材２７が設けられている。
【００６３】
　該フック受部材２７は例えば、巻取シャフト５の両端部を支持するブラケットに掛渡さ
れて設けられており、垂直な立片２７ａを有し、該立片２７ａの上端には前記鉤部２６と
係合可能な受け鉤部２９が形成されている。
【００６４】
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　前記シャッタカーテン７の全閉状態から、更に前記巻取シャフト５が前記シャッタカー
テン７を降下させる方向（図示では反時計方向）に回転すると、前記フック部材２４が前
記立片２７ａに向って変位し、更に回転すると前記鉤部２６と前記受け鉤部２９とが係合
し、前記巻取シャフト５の前記シャッタカーテン７を降下させる方向への回転を拘束する
。従って、前記シャッタカーテン７の降下が抑止される。
【００６５】
　尚、前記フック部材２４は、シャッタカーテンのスラットに取付けてもよい。この場合
前記フック部材２４はシャッタカーテンのスラットに折畳まれて収納されていると共に、
同スラットに固定された熱溶融性を有する材質（ストッパ２３と同様の材質）からなるス
トッパによって折畳み状態で拘束されており、高熱による拘束解除時には、折畳まれた状
態からシャッタカーテンから突出する様に展開して、シャッタカーテン全閉時に前記フッ
ク受部材２７に係合する様にしてもよい。又、拘束解除時の自動的な展開は、自重による
ものでも、バネ力、磁力等による付勢力によるものでもよい。フック部材２４とフック受
部材２７との係合形態は、実使用上、非係合状態から係合可能であってシャッタカーテン
上端部の降下が抑止される様な係合であれば、任意である。
【００６６】
　上記した様に、巻取シャフト５が高温となって撓むと、隙間が貫通してしまうので、前
記巻取シャフト５の温度の上昇を抑制する方法も考えられる。
【００６７】
　温度上昇を抑制する手段として、前記巻取シャフト５、及び該巻取シャフト５に巻取ら
れたシャッタカーテン７を収納するケースを断熱構造とする。
【００６８】
　断熱構造とする手段としては、ケースに断熱塗料を塗布する。或は、ケースの外面、内
面、又は両面にグラスウール層を設ける。或は、巻取シャフト５自体を断熱構造とする。
例えば、該巻取シャフト５にグラスウールを巻付け、該グラスウールの上にシャッタカー
テン７が巻取られる様にする。或は、巻取シャフト５に一層程度のシャッタカーテンの捨
て巻を設け、該捨て巻と前記巻取シャフト５との間に断熱材を介在させてもよい。
【００６９】
　更に又、図５に示す様に、天井材３１にグラスウール等の断熱材３２を敷設し、室内か
らの熱を前記断熱材３２で遮断し、前記巻取シャフト５の温度上昇を抑制する様にしても
よい。
【００７０】
　又、上記した様に、全閉状態から更にシャッタカーテン７が下がると、ガイドレール１
０内でシャッタカーテン７が局部的に屈曲し、ガイドレール１０の溝を押広げシャッタカ
ーテン７がガイドレール１０から外れる。従って、シャッタカーテン７が局部的に屈曲し
てもガイドレール１０の溝が広がらない様に、ガイドレール１０の剛性強度を増大させる
様にしてもよい。
【００７１】
　図８は、ガイドレール１０の剛性強度を増大させた例を示している。
【００７２】
　該ガイドレール１０内に断面コの字状の補強部材３３を挿入し、該補強部材３３によっ
て前記ガイドレール１０の強度及び剛性を増大させている。
【００７３】
　前記ガイドレール１０の強度及び剛性を増大させることで、シャッタカーテン７が局部
的に屈曲しても、前記ガイドレール１０が広がらず、更に、シャッタカーテン７の屈曲部
がシャッタカーテン７の上下方向の変位を拘束することになり、全体としてシャッタカー
テン７の降下が防止される。
【００７４】
　尚、上記各実施例では、シャッタカーテンが巻取られて収納されるシャッタ装置につい
て記載したが、本発明はシャッタカーテンが巻取られずに収納される非巻取り式のシャッ
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タ装置にも適用できる。
【００７５】
　非巻取り式の場合、巻取り軸は駆動軸等シャッタカーテン開閉に連動する軸体におき替
えて適用すればよい。
【００７６】
　上記各実施例では、シャッタカーテンは鋼板等の金属板材を曲げ加工等してなる長尺状
のスラットを屈曲自在に開閉方向に複数連結して構成されたものについて記載したが、本
発明は、矩形状のパネルを屈曲自在に開閉方向に複数連結して構成されたものについても
適用可能である。
【００７７】
　又、移動側係合受部、固定側係合受部は、それ自体が部材であってもよいが、シャッタ
カーテンやまぐさ部材やガイドレール部材の一部を形状加工して移動側係合受部、固定側
係合受部としてもよい。
【００７８】
　更に、第１～第４の実施例に於いて、移動側係合受部と固定側係合受部とは、シャッタ
カーテン上端部付近（より具体的に示すとシャッタカーテンの全閉時にも開口部に繰出さ
れない部分）でかつ開口部上端付近（より具体的に示すとまぐさ付近）の位置で係合する
様に設けられているが、より上方で係合する様に設けることも可能である。
【００７９】
　第５の実施例も含む各実施例に於いて、移動側係合受部と固定側係合受部との係合が上
方で行われることにより、シャッタカーテンに於いて上端側の下降を防ぐことができるの
で上端側の下降による下向きの圧縮力が下方に伝わらず、又、シャッタカーテンの上下方
向の大部分の領域の荷重を吊下支持とすることもでき、シャッタカーテン下端側に掛かる
下方向への圧縮力を軽減することができる為、ガイドレール内でシャッタカーテンが局部
的に屈曲し、ガイドレールの溝を押広げシャッタカーテンがガイドレールから外れてしま
うことを防ぐことができる。更に、上記した各実施例を適宜組合せて実施することも可能
である。
【符号の説明】
【００８０】
　　　　１　　　　　　　躯体
  　　　２　　　　　　　開口部
  　　　３　　　　　　　シャッタ装置
  　　　５　　　　　　　巻取シャフト
  　　　６　　　　　　　巻取ドラム
  　　　７　　　　　　　シャッタカーテン
  　　　８　　　　　　　スラット
  　　　１０　　　　　　ガイドレール
  　　　１２　　　　　　フック受部材
  　　　１３　　　　　　フック部材
  　　　１５　　　　　　フック部材
  　　　１７　　　　　　フック部材
  　　　１８　　　　　　歯車状部材
  　　　１９　　　　　　フック部材
  　　　２１　　　　　　ピン
  　　　２２　　　　　　ラッチ爪
  　　　２３　　　　　　ストッパ
  　　　２４　　　　　　フック部材
  　　　２７　　　　　　フック受部材



(12) JP 2011-102509 A 2011.5.26

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】



(13) JP 2011-102509 A 2011.5.26

【図６】 【図７】

【図８】



(14) JP 2011-102509 A 2011.5.26

フロントページの続き

(72)発明者  永井　美匡
            東京都文京区西片一丁目１７番３号　文化シヤッター株式会社内
(72)発明者  宮本　顕
            東京都文京区西片一丁目１７番３号　文化シヤッター株式会社内
Ｆターム(参考) 2E042 AA01  CA01  CB06  DA01  DB01 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

